
 1 

 
 

 

流動資産 30,073 流動負債 27,838
　　現金及び預金 616 　　支払手形 1,118
　　受取手形 3,593 　　買掛金 9,679
　　売掛金 13,905 　　短期借入金 1,800
　　商品及び製品 3,180 　　１年内返済予定の長期借入金 2,710
　　仕掛品 2,239 　　１年内償還予定の社債 1,500
　　原材料及び貯蔵品 2,592 　　リース債務 48
　　前払費用 83 　　未払金 172
　　繰延税金資産 336 　　未払費用 1,466
　　未収入金 930 　　未払法人税等 46
　　短期貸付金 2,674 　　前受金 159
　　その他 153 　　預り金 131
　　貸倒引当金 △ 228 　　関係会社預り金 278
固定資産 23,277 　　前受収益 63
　有形固定資産 12,852 　　賞与引当金 499
　　建物 4,048 　　関係会社短期借入金 8,167
　　構築物 366 　　その他 2
　　機械及び装置 3,340
　　車両運搬具 89 固定負債 11,134
　　工具、器具及び備品 298 　　長期借入金 8,345
　　土地 4,635 　　リース債務 146
　　リース資産 73 　　退職給付引当金 2,584
　　建設仮勘定 3 　　役員退職慰労引当金 39
　無形固定資産 768 　　その他 20
　　借地権 29
　　ソフトウェア 612
　　ソフトウェア仮勘定 3 負債合計 38,972

　　リース資産 110
　　施設利用権 14 株主資本 14,373
投資その他の資産 9,657 　資本金 9,760
　　投資有価証券 158 　資本剰余金 3,756
　　関係会社株式 5,160 　　資本準備金 3,756
　　関係会社出資金 3,754
　　破産更生債権等 413 　利益剰余金 857
　　長期前払費用 13 　　利益準備金 729
　　繰延税金資産 138 　　その他利益剰余金 128
　　団体生命保険金 103 　　　繰越利益剰余金 128
　　その他 302
　　貸倒引当金 △ 384 評価・換算差額等 5

　その他有価証券評価差額金 5

純資産合計 14,378

資産合計 53,350 負債純資産合計 53,350

純資産の部

貸借対照表
平成22年３月31日現在

（単位：百万円）

資産の部 負債の部
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売上高 48,603

売上原価 44,793

売上総利益 3,810

販売費及び一般管理費 6,395

営業損失 2,585

営業外収益

　　受取利息 128

　　受取配当金 1,910

　　受取ロイヤリティー 34

　　その他 29 2,101

営業外費用

　　支払利息 300

　　社債利息 22

　　為替差損 4

　　売上債権売却損 17

　　その他 196 539

経常損失 1,023

特別利益

　　固定資産売却益 1,904

　　投資有価証券売却益 466

　　貸倒引当金戻入額 90

　　新株予約権戻入益 141 2,601

特別損失

　　固定資産処分損 33

　　貸倒引当金繰入額 123

　　関係会社株式評価損 954

　　事業構造改善費用 375

　　減損損失 120 1,605

税引前当期純損失 27

法人税、住民税及び事業税 15

法人税等調整額 △ 474 △ 459

当期純利益 432

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額

損益計算書
平成21年４月１日から

 平成22年３月31日まで
（単位：百万円）
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平成21年3月31日　残高 9,760 3,756 2 3,758 729 96 825 △ 402 13,941

事業年度中の変動額

　剰余金の配当 -     -     -     -     -     -     -     -     

　当期純利益 -     -     -     -     -     432 432 -     432

　自己株式の取得 -     -     -     -     -     -     -     0 -     

　自己株式の売却 -     -     -     -     -     -     -     -     -     

　自己株式の消却 -     -     △ 2 △ 2 -     △ 400 △ 400 402 -     

　株主資本以外の項目の
  事業年度中の変動額
　（純額）

-     -     -     -     -     -     -     -     -     

事業年度中の変動額合計      -      - △ 2 △ 2 -     32 32 402 432

平成22年3月31日　残高 9,760 3,756 -     3,756 729 128 857 -     14,373

平成21年3月31日　残高

事業年度中の変動額

　剰余金の配当

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の売却

　自己株式の消却

  株主資本以外の項目の
  事業年度中の変動額
　（純額）

事業年度中の変動額合計

平成22年3月31日　残高

14,246

純資産合計

株主資本等変動計算書

平成21年４月１日から

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

-                

5 5 -                

△ 173 △ 173 △ 127

14,378

△ 173 △ 173 △ 127 132

△ 300

-                -                -                -                

-                -                -                432

-                -                -                -                

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

178 178 127

評価・換算差額等

新株予約権
その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

（単位：百万円）
 平成22年３月31日まで
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個別注記表 

１．重要な会計方針に係る事項 

 （1） 資産の評価基準および評価方法 

   ①有価証券 

     ア．  関係会社株式 移動平均法に基づく原価法 

     イ．  その他有価証券 

           時価のあるもの       事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定している） 

           時価のないもの       移動平均法に基づく原価法 

   ②たな卸資産 

     ア．  商品及び製品 

          車両               個別法または移動平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定） 

                

          部品              総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げ

の方法により算定） 

                

     イ．  仕掛品                個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定） 

     ウ．  原材料及び貯蔵品      個別法または総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定） 

               

 （2） 固定資産の減価償却の方法 

   ①有形固定資産（リース資産を除く） 

     定率法によっている。 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（付属設備を除く）については定額法によっている。 

     なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

     建物及び構築物 ６～５０年 機械及び装置ならびに車両運搬具 ３～１５年 

   ②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっている。 

     なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいている。 

   ③リース資産 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

 （3） 引当金の計上基準 

   ①貸倒引当金 

       債権の取立不能に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

   ②賞与引当金 

       従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上している。 

   ③退職給付引当金 

       従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計

上している。 

       数理計算上の差異及び過去勤務債務は各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１０年）による定額法により按分した額を前者は発生の翌事業年度から後者は発生の期から費用処理

することとしている。 

   ④役員退職慰労引当金 

       役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規により計算した期末要支給額を計上している。 

       なお、平成２０年４月２４日開催の報酬委員会において、平成２０年度に係る報酬より役員退職金制度を廃止し、

制度適用期間に対応する退職慰労金については取締役および執行役の退任時に支給することを決定している。 
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 （4） リース取引の処理方法 

リース取引開始日が、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理を適用している。 

 

 （5） 重要なヘッジ会計の方法 

   ①ヘッジ会計の方法 

     繰延ヘッジ処理によっている。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理

の要件を満たしている金利スワップについては特例処理によっている。 

   ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ア．ヘッジ手段…為替予約 

       ヘッジ対象…製品輸出による外貨建売上債権 

     イ．ヘッジ手段…金利スワップ 

       ヘッジ対象…借入金利息 

   ③ヘッジ方針 

     当社の「為替予約に関する取扱規定」、「銀行取引方針」等の社内管理規定に基づき、為替変動リスクおよび金

利変動リスクをヘッジしている。 

     なお、為替変動リスクのうち主要なリスクである海外への売掛金について、売上時の一定割合をヘッジする方針

である。 

   ④ヘッジ有効性評価の方法 

     当社のリスク管理方針に従い、次の方法により有効性の評価を行っている。なお、有効性の評価を行うに当たっ

ては、ヘッジ手段の損益すべてを評価対象に含めている。 

     相場変動等による損失の可能性があり、相場変動等が評価に反映されていないもの 

       ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較する方法によっている。 

     キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されるもの 

       ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計と比較する方法によっ

ている。 

       なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップについてはその判定をもって有効性の判定に代えている。 

  

（6） その他計算書類作成のための基本となる事項 

      消費税等の会計処理 

      消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

（1） 有形固定資産の減価償却累計額  20,660百万円 

                

（2） 保証債務  

①債務保証  4,621百万円 

②経営指導念書 463百万円 

    小計 5,084百万円 

③上記の内保証先の資産により担保されている額 △63百万円 

   合計 5,021百万円 

 

（3） 関係会社に対する金銭債権、債務  

①短期金銭債権   16,617百万円 

②短期金銭債務 10,158百万円 
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３．損益計算書に関する注記 

  関係会社との取引高 

①売上高 34,912百万円 

②仕入高 7,124百万円 

③営業取引以外の取引高 2,815百万円 

 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 

  発行済株式及び自己株式の種類及び株式数 

株式の種類 
前事業年度末の 

株式数（千株） 

当事業年度増加 

株式数（千株） 

当事業年度減少 

株式数（千株） 

当事業年度末の 

株式数（千株） 

発行済株式 

普通株式 
106,844 - 1,547 105,298 

自己株式 

普通株式 
1,545 2 1,547 - 

（注）  自己株式の増加 2千株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

自己株式の減少は、平成21年 11月 9日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式

の消却を行うことを決議したことによる。 

 

５．税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

繰延税金資産（流動）            （単位：百万円） 

  

賞与引当金 202 

未払賞与に対する未払社会保険料 35 

未払事業税 10 

その他 127 

小計 374 

評価性引当額 △38 

流動資産合計 336 

 

繰延税金資産（固定） 

 

貸倒引当金 157 

退職給付引当金 950 

役員退職慰労引当金 16 

その他 100 

繰越欠損金 2,482 

小計 3,705 

評価性引当額 △3,567 

繰延税金資産合計 138 

 

繰延税金負債（固定） 

 

その他有価証券評価差額金 3 

小計 3 

繰延税金負債 3 
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６．リースにより使用する固定資産（貸借対照表に記載する固定資産を除く）に関する注記 

 （1） 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額 

 取得価額相当額 

（百万円） 

減価償却累計額相当額 

（百万円） 

期末残高相当額 

（百万円） 

工 具 器 具 備 品 597 354 243 

そ の 他 278 215 63 

合 計 875 569 306 

 

（2） 事業年度の末日における未経過リース料相当額 

１年内                    159百万円 

１年超                    155百万円 

合計                     314百万円 

 

 （3） 支払リース料、減価償却費相当額および支払利息相当額 

支払リース料 213百万円 

減価償却費相当額 199百万円 

支払利息相当額 8百万円 

 

（4） 利息相当額の算定方法 

      リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法に基づいている。 

 

７．関連当事者との取引に関する注記 

 （1） 親会社および法人主要株主等 
関係内容 

属性 
会社等の 

名称 
住 所 

資本金 

（百 万 円 ）  

事業の 

内容 

議決権 

等の被

所有割

合（％） 

役員の

兼任等

（名） 

事業上 

の関係 

取引の 

内容 

 取引金額  

（百万円） 
科 目 

期末 

残高

（百万円） 

当 社 の

製 品 の

販売 

3,411 
受取手形およ

び売掛金 
   417 

利 息 の

支払 
   71 

資 金 の

返済 
4,355 

関係会社短

期借入金 
8,167 

親会社 
日立建機

㈱ 

東京都 

文京区 
81,577 

建設機械

事業 
100 1 

当社の製

品の販売

および材

料等の購

入 

材 料 等

の購入 
 1,431 

支払手形およ

び買掛金 
 742 

（注） 1． 上記の取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれている。 

2． 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

      価格その他の取引条件は、市場価格および当社製造原価を勘案して決定している。  

また、資金の集中管理を目的とした日立建機グループ・プーリング制度に加入しており、資金の融通は日々

行われているため取引金額は前事業年度末との差引き金額を表している。 

資金の借入れの利率については、市場金利を勘案して合理的に決定している。なお、担保は提供していな

い。 
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 （2） 子会社および関連会社等 
関係内容 

属性 会社等の名称 住 所 

   資本金 

   または 

   出資金 

   （百万円） 

事業の内容 

議決権 

等の所 

有割合

（％） 

役員

の兼

任等

（名） 

事業上 

の関係 
取引の 

内容 

取引 

金額 

（百万円） 

科 

目 

期末 

残高

（百万円） 

当 社 の

製 品 の

販売 

16,420 

受 取

手 形

お よ

び 売

掛金 

11,469 

受 取 利

息 
24 

子会社 TCM販売㈱ 
大阪府 

守口市 
490 

産業車両 

建設車両 

特機車両 

部品・サー

ビス 

リース・レン

タル他 

100 6 

当社の製品

の販売およ

び整備 

資 金 の

貸付 
432 

短 期

貸 付

金 

2,633 

子会社 

TCM Asia 

Distribution 

Co.,Ltd. 

 

タイ王国

バンコク市 

 

百万バ

ーツ 

40 

 

産業車両建

設車両特機

車両部品・

サービス 

 

100 

 

2 

 

当社の製品

の販売 

当 社 の

製 品 の

販売 

2,557 

受 取

手 形

お よ

び 売

掛金 

917 

子会社 
TCM  

AMERICA,Inc 

アメリカ合

衆国サウ

スカロライ

ナ州 

千米ドル 

15,900 
 産業車両 100 2 

当社製品の

一部を 

製造・販売 

および整備 

債 務 保

証 
1,632 - - 

子会社 
TCM（安徽）機

械有限公司 

中華人民

共和国安

徽省 

千元

228,607 
〃 87.1 6 

当社の製品

の製造、販

売および整

備 

債 務 保

証 
2,726 - - 

（注） 1． 上記の取引金額には消費税が含まれておらず、受取手形および売掛金の期末残高には消費税が含まれてい

る。 

2． 子会社への当社製品の販売については、市場価格を参考に決定している。 

3． TCM 販売㈱への貸付の取引金額は、当事業年度における返済額を相殺して表示している。 
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（3） 兄弟会社等 
関係内容 

属性 会社等の名称 住 所 

   資本金 

   または 

   出資金 

   （百万円） 

事業の内容 

議決権 

等の所 

有割合

（％） 

役員

の兼

任等

（名） 

事業上 

の関係 
取引の 

内容 

取引 

金額 

（百万円）

科 目 

期末 

残高

（百万円） 

ファクタリ

ン グ 割引

手数料 

16 

営業債権

のファクタ

リング 

3,297 

受取手

形およ

び売掛

金 

- 
親会社

の 

子会社 

日立キャピタ

ル㈱ 

東京都 

港区 
9,983 

金融サービ

ス事業等 
なし なし 

ファクタリン

グ取引 

営業債務

のファクタ

リング 

7,036 買掛金 3,902 

（注） 1． 上記の取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれている。 

2． 取引条件の決定方針等、当社の営業債権に関し、当社、取引先、日立キャピタル㈱の三者間で基本契約を締

結し、ファクタリング方式による決済を行っている。 
 

８．金融商品に関する注記 

（1） 金融商品の状況に関する事項 

       当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調

達している。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿って、リスク低減を図っている。

また、投資有価証券は上場株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っている。借入金の使途は運転資金（主とし

て短期）および設備投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実

施して支払利息の固定化を実施している。また、通常の取引の範囲内で外貨建営業債権に係る将来の為替レート

の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っている。 

 

（2） 金融商品の時価等に関する事項 

平成 22 年 3月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りである。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含まれていない。 

（単位：百万円） 

  貸借対照表計上額 時価 差額 

① 受取手形 3,593     

 貸倒引当金 △2    

 差  引 3,591  3,591  -  

② 売掛金 13,905     

   貸倒引当金 △9    

 差  引 13,896  13,896  -  

③ 投資有価証券      

 その他有価証券 19  19  -  

④ 短期貸付金  2,674  2,674  -  

⑤ 支払手形 （1,118） （1,118） -  

⑥ 買掛金 （9,679） （9,679） -  

⑦ 短期借入金 （1,800） （1,800） -  

⑧ １年内返済予定の長期借入金 （2,710） （2,710） -  

⑨ １年内償還予定の社債 （1,500） （1,500） -  

⑩ 関係会社短期借入金 （8,167） （8,167） -  

⑪ 長期借入金 （8,345） （8,451） 106  

⑫ デリバティブ取引 -  -  -  

（※）負債に計上されているものについては、（）で示している。 
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（注） 1． 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

①受取手形、② 売掛金、④短期貸付金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

 

③投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっている。 

 

⑤支払手形、⑥買掛金、⑦短期借入金、⑧１年内返済予定の長期借入金、⑨１年以内償還予定の社債、⑩関係

会社短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。 

 

⑪長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い

て算定する方法によっている。これらの長期借入金 8,345 百万円については、2 年以内に返済予定である。 

その内、変動金利による長期借入金 8,300 百万円は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利ス

ワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利

率で割り引いて算定する方法によっている。 

 

⑫デリバティブ取引 

1）ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはない。 

2）ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの事業年度の末日における契約額又は契約にお

いて定められた元本相当額等は、次の通りである。 

（単位：百万円） 

契約額等 ヘッジ会計の

方法 

デリバティブ取引の

種類等 

主なヘッジ対象 

 うち1年超 

時価 当該時価の算

定方法 

金利スワップ

の特例処理 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
長期借入金 10,850 8,300 （※1） 

 

為替予約の 

振当処理 

為替予約取引 

ユーロ 
売掛金    63     - （※2） 

 

（※1）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、そ

の時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載している。 

（※2）為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体と して処理されているため、その時価

は、当該売掛金の時価に含めて記載している。 

 

（注） 2. 非上場株式（投資有価証券 139 百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどが

できず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「投資有価証券 その他有価証券」には含めてい

ない。 

 

（注） 3. 関係会社株式-減損処理に関する注記 

       子会社である TCM FRANCE S.A.S.が清算を行うため、帳簿価額 954 百万円につき備忘価額 1円を残し減損

処理を行った。 
 

９．１株当たり情報に関する注記 

（1） 1 株当たり純資産額  136 円 55銭 

（2） 1 株当たり当期純利益  4 円 10銭 
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10．追加情報 

（1） 重要な会社分割 

当社は、平成22年1月27日開催の当社取締役会および当社の完全親会社である日立建機㈱の取締役会におい

て決議された吸収分割契約に基づき、平成22年4月1日を効力発生日として、当社のホイールローダおよび除雪車

両事業（以下「分割対象事業」という。）を日立建機㈱に承継した。 

  

①吸収分割の目的 

分割対象事業について、開発・生産・販売の一層の一体化を図り、更なる市場競争力の強化を目指すため、分

割対象事業を完全親会社である日立建機㈱にて一元的に運営することが最良の選択と判断し、本会社分割により

事業を日立建機㈱に承継することとした。 

 

②分割方式  

       当社を分割会社、日立建機㈱を承継会社とする吸収分割方式である。 

 

③分割する事業内容 

ホイールローダおよび除雪車両事業 

 

④効力発生日 

平成22年4月1日 

 

⑤分割に係る分割事業部門及び承継会社の名称、当該会社の資産・負債及び純資産の額 

 

（平成22年3月期）                                 （単位：百万円） 

 分割事業部門 承継会社 

名  称 建車事業部門 日立建機㈱ 

資  産 7,910 479,474 

負  債 7,910 230,109 

純資産 - 249,365 

 

（2） 新会計基準の適用 

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）及び「金融商品の時価等の開示に関す

る適用指針」（企業会計基準適用指針第19号）を適用している。 

 

11．その他の注記 

該当事項はない。 


